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	　全部署


　村は、地域の特性に配慮しつつ、交通・通信施設の風水害に対する安全性の確保、治山、治水事業等の総合的、計画的推進等風水害に強い郷土を形成し、建築物の安全性確保、ライフライン施設等の機能の確保等風水害に強いむらづくりを推進する。

１　総合的風水害対策の推進

　(１)　総合的・広域的な計画の作成に際しては、暴風、豪雨、洪水、土石流、がけ崩れ等による風水害から郷土及び住民の生命、身体、財産を保護することに十分留意する。

　(２)　基幹的な交通・通信施設等の整備については、ネットワークの充実等により、大規模災害発生時の輸送・通信手段の確保に努める。

　(３)　住宅、学校や公民館等の公共施設等の構造物、施設の安全性の確保等に努める。

　(４)　風水害に強い郷土の形成を図るため、治山・治水、急傾斜地崩壊対策、農地防災等の事業を総合的、計画的に推進する。

　(５)　老朽化した社会資本について、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持管理に努めるものとする。

２　風水害に強いむらの形成

　(１)　土砂災害警戒区域ごとに情報伝達、予警報の発令・伝達、避難、救助その他必要な警戒避難体制に関する事項について定めるとともに、情報伝達方法、避難地に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について住民に周知するよう努める。

　(２)　洪水、がけ崩れ等による危険の著しい区域については、災害を未然に防止するため、災害危険区域や土砂災害警戒区域等の指定について検討を行い、必要な措置を講ずる。

　(３)　災害時において防災拠点となる公共施設の積極的整備を図る。

　(４)　道路情報ネットワークシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図る。

　(５)　溢水、湛水等による災害発生のおそれのある区域については、都市的土地利用を誘導しない等、風水害に強い土地利用の推進を図る。

　(６)　河川について築堤、河床掘削等の河道の整備、遊水池、放水路、雨水渠等の建設の推進を図る。

　(７)　防災調節（整）池の設置、雨水貯留・浸透施設の設置、盛土の抑制等による流域の保水・遊水機能の確保を図る。

　(８)　浸水実績、浸水想定区域及び土砂災害危険箇所等の公表による、安全な村土地利用の誘導、風水害時の避難体制の整備を促進する。

　(９)　土石流危険渓流及び急傾斜地崩壊危険箇所等における砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災害に対する警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置の検討など、総合的な土砂災害対策を推進する。

　(10)　床上浸水対策や、避難地、避難路等の防災施設及び社会福祉施設等の災害時要援護者に関連した施設に対する土砂災害対策を重点的に実施する等の生活防災緊急対策の推進を図る。

　(11)　土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備の推進を図る。

　(12)　山地災害危険地区等における山地治山、防災林造成等を推進する。

　(13)　農業用用排水施設の整備、低・湿地地域における排水対策等農地防災対策及び農地保全対策を推進する。

　(14)　災害発生時に被害の拡大を防ぎ、防災機能を高めるために、面的防護方式のような複数の施設を有機的に連携させる方式の推進

３　風水害に対する建築物等の安全性の確保

　(１)　不特定多数の者が利用する施設、学校、行政関連施設等の応急対策上重要な施設、災害時要援護者に関わる社会福祉施設、医療施設等について、風水害に対する安全性の確保に特に配慮する。

　(２)　住宅をはじめとする建築物の風水害に対する安全性の確保を促進するため、基準遵守の指導に努める。

　(３)　強風による落下物の防止対策を図る。

　(４)　建築物等を浸水被害から守るための施設の整備を促進するよう努める。

４　ライフライン施設の機能の確保

　(１)　ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動などに支障を与えるとともに、避難生活環境の悪化をもたらすことから、村は、上下水道等の施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、系統多重化や代替施設の整備による代替性の確保に努める。

　(２)　コンピュータシステムやデータのバックアップ対策を講ずる。

５　災害応急対策の備え

　(１)　風水害等の災害が発生した場合の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職員及び住民個々の防災力の向上及び人的ネットワークの構築を図る。

　(２)　避難場所、避難施設、備蓄など、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地等の活用を図る。

　(３)　民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど、連携強化を進めることにより、迅速かつ効果的な応急対策が行えるように努める。

　(４)　民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）について、あらかじめ協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや能力の活用に努める。






































































































































































































































































52
〔松川防２〕
51
〔松川防２〕


